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　　　W＋Π＝C＋I 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2 . 3）
が成立する。
  カレツキは，つづいて，労働者は稼得した賃金をすべて消費すると想定するので７），
　　　W＝Kw　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　（2 . 4）
ただし、記号Kwは，労働者の消費をあらわし，記号Cpで資本家の消費を意味するものとする。
もちろん，これらの総計は消費総額 Cに等しいはずなので，
　　　C＝Kw＋Cp　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （ 2 . 5）
労働者消費の仮定（2 . 4）を恒等式（2 . 3）に代入したうえで，（2 . 5）式を考慮すれば，





















　　　0 ＜ a ＜ 1　　             　　　　　　　　　　　　　　　　　  　    （ 3 . 1）
が必要であることはいうまでもない。産出量を記号 x であらわせば，こうした生産活動の
結果，つぎの定義式にしたがって，純生産物 yが発生する。
　　　y ＝（ 1－a ）x　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （ 3 . 2）
そして，この生産活動に必要な労働量 l は，労働投入係数 a0 の定義から，






　　　Π＝px－（ pax＋W ）　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 3 . 4）
なお，賃金総額Wは，労働投入係数 a0 と賃金率wの定義から，
　　　W＝wa0x             　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　 （ 3 . 5）
になるので，これを上式に代入して，両辺を産出量 xでわって整理すれば，価格方程式
　　　p ＝pa＋wa0＋π　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（3 . 6）
をえる。ただし，記号πは，単位あたり利潤Π/x を意味する。あるいは，投下資本 pax＋W
あたりのもうけの効率をあらわす利潤率 rという指標を採用すれば，上式は，





　　　V ＝px－pax                　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （ 3 . 8）
になる。これにたいして，純生産物の定義式（3 . 2）に左から価格 pをかければ，純生産物
価額Yが，つぎの式にしたがって算定される。
　　　Y＝py＝p（ 1－a ）x　             　　　　　　　　　　　　　　    　  （ 3 . 9）
これら２つの式から，付加価値Vと純生産物価額Yとの恒等的な一致が証明される。そこで，
純生産物 yの用途上の区分として，消費財 cと投資財 i に分類し，さらに，前者の内訳を労
９）もちろん，1部門モデルでは，労働力商品価格である賃金率と比較した相対比としてのみ，価格は意味をもつのではあるが。
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働者が利用する部分 kw と資本家消費 cp とに区分すれば，
　　　y＝c＋i　　　               　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 （ 3 . 10）
　　　c＝kw＋cp　   　            　　　　　　　　　　　　　　　　　  　    （ 3 . 11）
という物財バランス式が成立するが，これらの式の両辺に左から価格 pをかければ，前節
で示された支出国民所得に関連する関係式を再確認できる。
　　　Y＝C＋I　　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （ 3 . 12）
　　　C＝Kw＋Cp　 　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （ 3 . 13）
ここで，大文字記号は，それぞれ，対応する小文字記号の価格評価額を意味するが，これ
らの関係式は，基本的に，物財バランス式（3 . 10）・（3 . 11）の両辺に価格をかけただけの
ものにすぎないので，たとえ外見上価額表示にはなってはいても，いぜんとして物的バラ
ンス条件のみを保持していることに注意せよ。これと双対に，価格面からみたバランス式
である（3 . 6）あるいは（3 . 7）式の両辺に産出量 xをかけた（3 . 4）からは、
　　　V ＝W＋Π       　         　　　　　　　　　　　　　　　　　        （ 3 . 14）
がみちびかれるので，ふたたび，いわゆる国民所得の三面等価
　　　W＋Π＝V ＝Y＝C＋I       　　　　　　　　　　　　　　　　　      （ 3 . 15）
を確認できる。
４ . カレツキ･テーゼの検討






































　ともあれ，三面等価式（3 . 15）の右半分では，物量タームのバランス条件（3 . 2）から，
最終需要 yがあたえられれば，それに相当する純生産物を生みだす産出量が，
　　　x＝( 1－a )－1 y　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（5 . 1）
というかたちで決定され，さらに，そのときの雇用量が，つぎの式から定まる12）。





（2 . 4）を再検討しよう。この式に（3 . 5）を代入して両辺を pa0x でわれば，







　　　w＝pcw  　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（5 . 4）
に読みかえられる。
　そうすると，必要消費 cw の定義から
　　　kw＝cwa0x  　           　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（5 . 5）





　　　x＝( 1－( a＋cwa0  ) )－1 ( cp＋i ) 　　　　　　　　　　　　　　　　    （ 5 . 6）





件に置き換えられ，このあらたな条件が数量の非負性を保証する。                
　　　0 ＜ a＋cwa0  ＜ 1　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （ 5 . 8）
　ところで，体系内に労働力の再生産費を体現する賃金率を導入すれば，自動的に，価格
の領域にもそれに対応する改訂がほどこされることは，あきらかであろう。そこで，労働
力の再生産費をあらわす式（5 . 4）を，価格方程式（3 . 6）あるいは（3 . 7）に代入すれば，
　　　p＝p( a＋cwa0  )＋π        　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （ 5 . 9）
　　　p＝( 1＋r ) p(a＋cwa0 )　        　　　　　　　　　　　　　　     　    （ 5 . 10）
になる。このとき，価格方程式（5 . 9）から，








　　　1＝a＋cwa0＋π/p        　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（5 . 12）
になるので，単位あたり利潤の実質値π/pは，物的ならびに労働力再生産条件に規定されて，
つぎのように定まり，その非負性も，剰余生産可能条件（5 . 8）から保証される。
　　　π/p＝ 1－( a＋cwa0  )        　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（5 . 13）
このように，価格方程式も，実質値で表現すれば，事実上，数量方程式と同一の表現に帰
してしまい，単位あたり実質利潤π/p も単位あたり剰余生産物 f/x に完全に一致するわけ
であり，ここに，労働力商品と比較した相対価格以外には，モデル内に価格の占める位置
が存在しない，１部門マクロ･モデルの限界があるともいえよう。ただし，剰余生産物fとは，
雇用労働力の再生産のために必要な消費財の数量 kw＝cwa0x を，純生産物 yから控除した残
余であり，（3 . 10）・（3 . 11）式によれば，これは，資本家によって，消費 cp あるいは投資
i のかたちで利用される。
　　　f＝ ( 1－ ( a＋cwa0  ) )x                                           　　　　　　    （ 5 . 14）
　　　f＝cp＋i                       　　　　　                   　　　　　　    　　（5 . 15）
なお，剰余を代表する指標として，測定単位問題からは解放された無名数としての利潤率 r
を採用しさえすれば，スラッファ体系（5 . 10）から，直接，















　　　α＝W/V 　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（6 . 1）
であるから13），三面等価式（3 . 15）を考慮すれば，利潤分配率は，










数量バランスを体現する関係式であったから，すでに，（5 . 1）と（5 . 2），それぞれの方程
式にしたがって，産出量や雇用量という，実物タームの変数は決定されていたはずである。
それにもかかわらず，カレツキが提示した関係式（6 . 3）が，あたかも，付加価値を決定す










　　　　　　　　　　W＝αV＋W0 ；0 ＜ α ＜ 1　
　　を採用したために，かれの定式化にしたがったとき，賃金分配率W/Vは，比例定数αよりW0/V の加算分だけ上まわることにな
　　る。Kalecki［５］訳書 40 ページ参照。なお，賃金はすべて消費されるとするカレツキの想定（2 . 4）を併用すれば，この経験式
　　は，ケインズ流の消費関数に相当するものとみなすことも可能かもしれない。






いいかえれば，単位労働時間あたりの物的剰余 ( 1－a ) / a0 の一定比率α倍だけ，労働力 1
単位の販売価格として，労働者には支払われることを意味する。そこで，この実質賃金率
（6 . 5）を価格方程式（5 . 9）に代入して整理すれば，単位あたり実質利潤π/p は，
　　　π/p＝( 1－a )－( w/p )・a0＝( 1－α)( 1－a )                         　　  （ 6 . 6）
すなわち，産出量 1単位あたり純生産物 ( 1－a ) の利潤分配率 (1－α) 倍になる。そこで，
上式の両辺に ( 1－α )－1 をかければ，
　　　( π/p )( 1－α)－1＝1－a　　　　　　　　                                　　 （ 6 . 7）
になるから，両辺に，さらに，産出量 xをかけることによって，
　　　y＝ ( 1－ a ) x＝( Π/p )( 1－α)－1　　　　        　　　　                   （ 6 . 8）




　また，利潤率 rを導入して表現された価格方程式であるスラッファ体系（5 . 10）からは，
　　　r＝１ / ( a ＋ ( w/p )・a0  )－1－1　　　　    　　　　　                   
                                           
















　　  W　    　wa0x　　   w      a0α＝　     ＝               ＝     ・        　　　　　　　　　　　　　　（6 . 4）
        V       p ( 1－a )x      p     1－a　
      w      α ( 1－a ) 
          ＝  　　　　　 ( 0 ＜ α ＜ 1 )                                             （ 6 . 5）
       p            a0
     ( 1－α)( 1－a )                                                 

















































参  考  文  献
［１］　荒憲治郎「巨視的分配論」『新版近代経済学辞典』広文社 , 1966 年。
［２］　Eichner (ed.), A. S., A Guide to Post-Keynesian Economics, M. E. Sharpe, 1979；（ 
緒方俊雄・中野守・森義隆・福田川洋二 訳『ポスト･ケインズ派経済学入門』日本経済
評論社 , 1980 年）。
［３］　Kahn, R., Selected Essays on Employment and Growth, Cambridge U. P., 1972；（浅
野栄一・袴田兆彦 訳『雇用と成長』日本経済評論社 , 1983 年）。 　
［４］　Kaldor, N., Alternative Theories of Distribution, Review of Economic Studies, 
1955；（富田重夫 編訳『マクロ分配理論―ケンブリッジ理論と限界生産力説―(増補版 )』
学文社 , 1982 年）。 　
［５］　Kalecki, M., Theory of Economic Dynamics : An Essay on Cyclical and Long-Run 
Changes in Capitalist Economy, Allen and Unwin, 1954；（宮崎義一・伊東光晴 訳『経
済変動の理論―資本主義経済における循環的及び長期的変動の研究―(改訂版)』新評論, 
1967 年）。 　
［６］　Kalecki, M., Selected Essays on the Dynamics of the Capitalist Economy 1933－
1970,  Cambridge U.P., 1971；（浅田統一郎・間宮陽介 訳『資本主義経済の動態理論』
日本経済評論社 , 1984 年）。 　
［７］　Keynes, J. M., A Treatise on Money 1 : The Pure Theory of Money (The Collected 
Writings of John Maynard Keynes vol. ⅴ), Macmillan, 1971；（小泉明・長澤惟恭 訳『貨
幣論Ⅰ―貨幣の純粋理論―』東洋経済新報社 , 1979 年）。 　
［８］　Keynes, J. M., The General Theory of Employment, Interest and Money, Macmillan, 
1936；（間宮陽介 訳『雇用 , 利子および貨幣の一般理論 (上・下 )』岩波書店 (岩波文庫 ), 
2008 年）。 
［９］　永田聖二「等価交換とワルラス」長崎大学教育学部『社会科学論叢』第64号 , 2004年。
［10］　永田聖二「多数商品交換とワルラス」長崎大学教育学部『社会科学論叢』第 67 号 , 
2005 年。
［11］　永田聖二「限界生産力説と所得分配の矛盾」『九州経済学会年報』47 集 , 2009 年。
［12］　永田聖二「Leontief-Sraffa 体系における貯蓄率」『九州経済学会年報』48 集 , 2010 年。
［13］　Robinson, J. and J. Eatwell, An Introduction to Modern Economics, MaGraw-Hill, 








［15］　武野秀樹･山崎良也 編『経済成長論』有斐閣 , 1977 年。
［16］　宇野弘蔵『経済原論』岩波書店 ( 岩波全書版 ), 1964 年。
［17］　Wood, A., A Theory of Profits, Cambridge U.P., 1975 ；（瀬地山敏・野田隆夫・山下
清 訳『利潤の理論―ミクロとマクロの統合―』ミネルヴァ書店 , 1979 年）。 　
